
しながわすまいるネット 
（東京都品川区） 

 

〔概 要〕 

品川区内で活動する様々な分野の団体、サークル等の情報を集め、活動の紹介、メンバー

募集やイベントの案内などを自ら発信、検索を行う場を提供することで、区民活動の活性化

を図ることを目的に、「しながわすまいるネット（区民活動情報サイト）」を開設。 

 

〔コラム〕 

従来、区からのボランティア募集の情報や区が主催するイベント・講座案内については「ボ

ランティア・ナビ」というサイトで区が更新・発信をしていたが、しながわすまいるネット

は、管理ＩＤを発行することで、登録団体にも更新の権限を付与し、団体が自ら情報の発信

ができるようにした。町会・自治会、ＮＰＯ法人、ボランティア団体、商店街、学校、社会

貢献活動を行っている企業など幅広い分野の団体が現在４４８団体登録し、そのうち２５３

の団体がＩＤを取得している。（平成２５年９月末現在） 

このサイトでは各団体は簡易なホームページ（マイページ）を持つことができ、自分達の活

動情報をタイムリーに発信することができる。また、区民はこのサイトから情報を取得するこ

とができる。そして、区内の様々な場所で活動をしている団体の情報を一箇所に集約し、この

サイトを中心に区民・活動団体・行政・その他関連機関がネットワーク化されることをめざし

ている。 

 

運営は公募により決定した５団体が運営委員会を結成し、区との協働で実施している。団体

はいずれも高い水準のＩＴ技術をもち、日々の入力情報の確認および承認、週２回４時間の入

力サポート相談・サイトの操作講習会を年に６回実施している。 

月に一度の運営会議を開催しアクセス件数の増加（現在月平均１万件）にむけた検討や講習

会の内容をより充実させるための対策やサイト利用者・閲覧者がわかりやすい内容にするため

積極的な意見が交換されて

いる。 

 

今後の課題としては、登録

した後の情報更新が少ない

団体へのフォローや、各町

会・自治会での積極的な活用

にむけた取り組み、庁舎内で

の関連各課を通した区民へ

のＰＲ方法を検討し、より活

発な住民活動への支援をし

ていくことである。 

 

〔制作費(内公的な補助額)〕 

￥２，５５７，０００ 

 

〔問い合わせ先〕  

品川区地域振興事業部地域活動課協働・ふれあいサポート係 

直通：０３－５７４２―６６０５ 

（地域情報発信の強化－１） 

しながわすまいるネット（http://shinagawa-smile.net/）



花なび 
（京都フラワーツーリズム推進協議会） 

http://flowertourism.net/ 
 

〔概要〕 

観光タクシードライバーや個人がおすすめする京都の四季折々の花をデジタルカメラなど

で撮影し、それぞれのWEB上にアップされた最新の観光コンテンツを集め、撮影時刻順に公

開。同時に「ハイアットリージェンシー京都」の１Fロビーの大型ハイビジョンディスプレ

イ、京都信用金庫嵯峨支店、城南宮、大映通り商店街などの「電子ポスター」によりリアル

タイムで配信。 

 

〔コラム〕 

 花なびでは－京の四季の花の美しさを満喫していただき、また同時に地域の素晴らしい観

光の魅力も味わっていただきたいーとの思いから外国人観光客を含めた多くの方々に、京都

の四季おりおりの花の開花状況や地域の観光の魅力などをリアルタイムに情報提供・案内を

行い、観光誘客の促進と地域の振興

を図っています。 

 これまでに季節の花、約10,000件

（平成21年1月～平成25年12月）

の情報発信を行い、京阪神の主要な

32のホテル客室やiPhoneなどで約2

万人が観賞しています。   

花ナビのシステムはタクシー会社

や個人、NPOなどからの個別情報を集

約し広く情報発信してゆくプラット

フォームとして機能しており、

iPhoneアプリではGPS検索機能を使

って自分がいる周辺の“おすすめの

花”、イベント、お店などの情報を知

ることが出来るとともに、各情報場

所までの経路を表示できるようにな

っており、初めて京都を訪れた方で

も迷わずに目的地まで行くことがで

きます。 

 また、市内の見ごろの花を一番よ

くわかっているタクシー運転手にと

って、情報発信とともに観光客への

サービスにもつながり、やりがいを

実現してゆく場としても活用されて

います。 

 

（問い合わせ先） 

  京都フラワーツーリズム 高木治夫 

 TEL:090-1133-1358  e-mail:haruo.takagi@gmail.com 

   

（地域情報の発信の強化－２） 



地域の埋もれた魅力を浮上させる観光クラウド 
地域のオープンデータ活用モデル 

（株式会社富士通システムズ・イースト） 
 

〔概 要〕 

 当社では個人旅行者の車での自由な周遊ルート計画を支援するＷｅｂ上でのルートガイド

サービスを開発し、県内30団体の観光サイトで共同利用しています。 

また、公共の保有する観光情報を民間開放（オープンデータ）し、それを活用した地元レン

タカー会社によるモバイル観光情報サービスを創出するなど、官民協働での観光情報サービ

スの創出に取り組んでいます。 

 

〔コラム〕 

2010 年 12 月、東北新幹線新青森駅開業に伴い、青森県では個人旅行者が増加。現在８割

を占める状況となっており、また、二次交通が車に依存することもあり、旅行者自身がそれ

ぞれの目的で車を使って自由な地域巡り楽しんでいただくなど、個人旅行者に向けた情報支

援態勢の充実が求められています。 

 そこで当社では旅行者自身が観光サイトやスマートフォン上から手軽に車での周遊ルート

計画がたてられる「Webルートガイドサービス」を開発しました。（下図、特許技術） 

 これは自治体等の運営する観光サイトから、行きたい観光スポットをいくつか選択するだ

けで、車での最適ルートを自動計算。電子地図上に最適ルートを展開し、車での走行時間・

走行距離も自動計算。さらに最適ルート周辺にある埋もれた寄り道スポットを浮上させ、名

所のみならずルート周辺の埋もれた地域資源の発見機会を提供します。 

 

 

【車での自由な周遊計画をつくるＭｙルートガイドサービス】 

 

 

（地域情報発信の強化－３） 



Web ルートガイドは観光クラウドとして地域で共同利用。現在、県内３０団体の観光サイ

トで利用されています。また、当社と青森県観光連盟様や各県内自治体様との協働により、

県内の豊富な観光情報を民間で二次利用できるオープンデータとして活用。県内のさまざま

観光サイト上でWeb ルートガイドを提供し、広く県内の周遊ルート計画ができる情報支援態

勢を整えました。 

 

 また、前述のオープンデータ（観光情報）は、地域の新たな観光情報拠点として地元レン

タカー会社でも活用。スマートフォンで周遊ルート案内のできる先進のモバイル観光案内サ

ービスを開発し、地元レンカー会社を通じて旅行者へ提供しています。オープンデータを活

用することで情報収集コストや維持負担が解消されるとともに、レンタカー利用者へ地元な

らではの密な観光情報を提供しています。 

   

このように青森県では公共団体の保有する観光情報をオープンデータとして活用すること

で、官民による様々な地域情報サービスが創出されています。 

Webルートガイドは青森県をはじめ全国１２県（４８団体）に展開されています。 

 

【県内観光サイトで共同利用。県をあげて旅行者の周遊計画を支援】 

 

 

〔参照モデル〕 

観光クラウドはH20年度総務省地域ICT利活用モデル構築事業（青森県五所川原市）での

事業成果を参照し、当社で共同利用型サービスとして進化させたモデルです。 

 

〔問い合わせ先〕 

株式会社富士通システムズ・イースト 青森オフィス 米田（まいた） 

℡：017-762-1053  e-mail：maita-t@jp.fujitsu.com 



道路及び周辺情報配信システム 
（福島県西郷村） 

 

〔概要〕 

  西郷村の安全、安心な地域作りの取り組みを推進し、その取り組みを内外

にＰＲすることを目的として、道路及び周辺情報配信システムを整備し、そ

の運営を実施する。 

 

〔コラム〕 

  白河地方と会津地方を結ぶ甲子道路の開通に伴い、増加した交通事故を未

然に防ぐため、国道289号線の高低差による道路状況の変化等の動画情報を、

インターネット、携帯電話、デジタルサイネージを通して、国道利用者に提

供している。 

 村関連施設である「キョロロン村」駐車場内には、大型ディスプレイを設置

しドライバーの方や観光客の皆様に情報提供を行っている。 

 

（西郷村ホームページより） 

http://www.vill.nishigo.fukushima.jp/view.rbz?cd=1103 

 

 
 

 

（地域情報発信の強化－４） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

（問い合わせ先） 

東日本電信電話株式会社 ビジネス＆オフィス営業推進本部 公共営業部 

℡：03-6803-9055      



双方向告知通信システムを活用した地域情報の動画配信サービス 

(熊本県阿蘇市) 

 

〔概要〕 

阿蘇市には、地場産業の振興、人材育成、雇用創出を図る施設「阿蘇テレワークセンター」

があり、地域情報の発信を行ない魅力あるまちづくりに役立てている。光ブロードバンドネ

ットワークを整備し、動画も送れる告知通信システム「知らせますケン」を導入し、市民向

けに「市役所からのお知らせ」の連絡と共に、地域のニュース等の動画を配信している。  

 

〔コラム〕 

双方向告知通信システム『知らせますケン』を利用し、市民向けに「市役所からの一般的

なお知らせ」を配信すると共に、阿蘇テレワークセンターが有するインターネットテレビ放

送局「WEB-TVアソ」が製作する地域情報番組の一部や、市長のインタビュー、地元で働くフ

レッシュマン等の動画を市民に配信しています。 

配信された動画のタイトルが画面に表示され、そこをタッチすると番組を見ることができ

るので、高齢者にも使いやすいシステムです。今まではパソコンでしか見ることができなか

った番組を各戸の告知端末に配信することで、より多くの市民にニュース、イベント、観光

情報等の地域情報を届けられるようになりました。 

また、告知端末を使って福祉に関する様々な情報提供を行うwebページ、「阿蘇あんしん福

祉ネット」を作って端末から見られるようにしています。安否の確認、そうだん室、ふくし

と健康等の六つのチャンネルがあり、好きなものが見られます。チャンネル毎に担当窓口へ

ワンタッチでつながるテレビ電話ボタン付きで、高齢者の方のあんしんホットラインとなっ

ています。 

 

（地域情報発信の強化－５） 



 

図1．阿蘇市お知らせ配信イメージ 

 

図２．阿蘇あんしん福祉ネット画面 

 

（問い合わせ先） 

株式会社アイ・コミュニケーション 

e-mail ： nishiwaki@i-communication.co.jp 

   

 



地域の埋もれたお店を浮上させる「ぷらなび@ami’z」 
（株式会社富士通システムズ・イースト） 

http://pr.amiz.jp/ 
 

〔概要〕 

地域のお店などリテール事業者の情報化を推進するため、ケータイやスマフォ（以下モバ

イル）で手軽に利用できる情報発信ツール（店舗紹介・BLOG発信・お得意様へのメール配信・

お店の会員登録・電子クーポン・通販機能など）を地域共同利用型サービスとして提供。お

店から発信された情報は、地域のお店情報ポータル（ぷらなび@ami’z）や、観光サイトや地

域SNSなど複数の地域メディアに同時配信され、地域の埋もれたお店を浮上させます。 

 

〔コラム〕 

 ＩＣＴの普及・進化により、通販など物販事業には大きな恩恵をもたらしましたが、飲食

店など来店型の事業者の多くは、まだ紙媒体に依存しており、情報発信コストが割高となっ

ています。 

また、ケータイを活用した会員サービスによる顧客囲い込みなど、来店型事業者にはケー

タイの活用が有効ですが、小規模店舗で同様のサービスを構築するのは容易ではなく、情報

発信力による格差が段差になりつつあります。 

 この課題に着目し、地域の小規模店舗の情報発信力を底上げするため、以下の情報サービ

スを構築しました。ここから発信された情報は地域SNSや観光サイトなど様々な地域メディ

アと連動し、多角的に情報流通される地域の情報基盤としての位置づけにもなっています。 

 

１．地域メディアへお店情報を発信 

地域住民が集う地域SNSや、地域のお店情報ポータルサイトを開設し、これら地域メディ

アとの連動により、お店からの発信情報を地域住民へ届けます。 

 

２．お店のリピータづくり 

店頭にお店専用QRコードを表記したPOP等を設置。来店客はケータイで、そのお店の優待

会員として登録できます。お店の発信したオススメ情報はメール等で配信され、今日の入荷

情報など、これまで来店しないと伝えることができなかった情報をお得意様にタイムリに発

信できます。  

 

３．地域での共同利用型サービス 

地域の共同利用型サービスにすることで、利用コストを抑制でき（基本無料、有料OPTION

は月額2,625円）、地域のお店の集合により露出機会の相乗効果も生まれます。また、地域の

公共観光サイトなどとも連携し、旅行者に着地側のお店から生の声、旬な情報なども発信し

ています。 

（地域情報発信の強化－６） 



 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

              http://pr.amiz.jp/ 

 

〔制作費（うち公的な補助額）〕 

H20年度 青森県新産業創造課 情報ビジネスモデル研究事業 補助額：150万円 

〔運営費〕 

参加店舗からの会費収入で民間運営（基本無料、有料サービス:月額2,625円） 

 

〔問い合わせ先〕 

株式会社富士通システムズ・イースト 青森オフィス 米田（まいた） 

℡：017-762-1053  e-mail：maita-t@jp.fujitsu.com 



よかまち・きやんせ倶楽部 
（薩摩川内市定住支援センター） 

http://www.city.satsumasendai.lg.jp/www/genre/000000

0000000/1268816498923/index.html 

 

〔概要〕 

 薩摩川内よかまち・きやんせ倶楽部は、定住希望者の新規開拓と情報発信を

主な業務とし、薩摩川内市のホームページからインターネットを介し、本市で

取り組んでいる定住に関する重点施策（本市民が受けられる補助や定住の際に

受けられる補助など）や仕事情報、住まい情報等、定住希望者のための充実し

た情報が提供されている。 

 

〔コラム〕 

１． 概要 

薩摩川内市の人口は減少を続け、平成２２年国勢調査では、９９，５８９人

となり、１０万人を下回る結果となりました。そのため、市は「定住自立圏共

生ビジョン」に基づいて定住促進を進め、平成 27 年においては 102,000 人以

上の人口を目標値としています。主な事業の特徴として、転入誘導に特化した

政策とし、転入者に対して助成事業を行っています。 

２．事業内容 

定住自立圏共生ビジョンの中で、平成２２年度から平成２６年度までの５カ

年とし、「都市部の定住希望者へ情報発信を行うとともに、宿泊体験や自然体験

を通じて交流を促進し、移住の際の負担を少しでも軽減できる施策を展開する

ことにより、本市へ住みたいと思うまちづくりを進め、定住促進を図る。」とし

ています。 

（事業の例） 

・ 定住住宅取得補助 

・ 定住住宅リフォーム補助 

・ 新幹線通勤定期購入補助 

・ ゴールド集落転入促進補助 

・ 大都市圏で開催される移住セミナー等への出展（移住相談対応） 

・ よかまち・きやんせ倶楽部通信の定期発行 

・ メールマガジンの定期発行 

事業の活用状況は、新幹線通勤定期購入補助と定住住宅取得補助は平成１７

年度から、定住住宅リフォーム補助は平成２０年度から開始しており、今まで

に、定住住宅取得補助とリフォーム補助で５２１世帯（１，４３１ 名）【Ｈ２

５年６月末現在】が移住しています。新幹線通勤定期購入補助は４４６ 名【Ｈ

２５年６月末現在】の利用がありました。平成１８年度から、ワンストップサ

ービスの窓口（定住支援センター）を市役所に設置し、薩摩川内市に興味を持

（地域情報の発信の強化－７） 



っている方々に情報発信をしています。さらに、薩摩川内市の定住に関心を持

っている方に、市からのお知らせや定住に役立つ情報を発信する、「薩摩川内よ

かまち・きやんせ倶楽部会員」を募集しており、現在、約 1,758 名が会員登録

しています。また、薩摩川内市のホームページにおいて、定住促進関連情報を

紹介しています。 

 

（薩摩川内市定住支援センターのホームページより） 

 

 

（問い合わせ先） 

薩摩川内市定住支援センター 

℡：0120-420-200 e-mail：kiyanse@city.satsumasendai.lg.jp 



奥出雲まめなかねット 
（ 島根県 奥出雲町 ） 

http://mypage.okuizumo.ne.jp/ 
 

〔概要〕 

 町民自らがホームページを作成し、町内外に向けて情報発信を行うサイト。ブログ感覚で

誰にでも分かり易く、簡単にホームページの作成・更新ができ、お手軽に情報発信ができる

ことが魅力。 

 

〔コラム〕 

 奥出雲町では従来から町民向けブログサイトがあり、「奥出雲まめなかねット」はそのリニ

ューアル版として平成２０年１１月２０日から運用を開始しています。また、常時サポート

窓口を開設し、本サイトの更新や記事作成時のトラブルについて相談を受けてつけています。

この取り組みにより多くの皆様に本サイトをご利用いただいています。また、町内の小中学

校がこれを利用して情報発信することにより、子どもたちの様子がわかるなど保護者などか

らも好評をいただいています。このほか、「サイトを見て、町外・県外から返信が来るように

なり、いろいろな地域の人と楽しく情報交換している」、「紅葉の写真をサイトで公開したと

ころ、紅葉の時期に町外・県外からの観光客がかなり増えた」、「観光地の状況についての電

話での問合せに、補足資料としてサイトに掲載している写真を見てもらっている。観光客か

らは「参考になった」と喜ばれてい

る」などの声も聞かれ、個人的な情

報発信のみならず、地域の活性化に

も一役買っています。 

本町は高齢化率が高いので、高齢

の方にも利用していただけるような

システムにしないと住民へ浸透しま

せん。そこで、本サイトを構築する

際には、誰でも簡単に、直感的にペ

ージを作成・更新できるようなシン

プルなシステムにすることを心がけ

ました。その甲斐あってか、住民の

皆様に積極的にご活用いただいてお

り、平成２５年１０月時点で、サイ

ト数は１５１件となっています。ま

た、本サイトの運用開始から現在ま

でに２００万件以上のアクセスをい

ただいています。 

 

〔制作費（うち公的な補助額）〕 

  約２百万円（１百万円：島根県町村会） 

  （ただし、奥出雲町ホームページ制作費も含む。） 

 

（問い合わせ先） 

奥出雲町役場 総務課 危機管理情報Ｇ  ℡：0854-54-2505  

 奥出雲町情報通信協会          ℡：0854-54-2525 

【奥出雲まめなかねットのポータルサイト】

（地域情報の発信の強化－８） 



竹田市農村回帰定住支援サイト 
（大分県竹田市） 

http://www.city.taketa.oita.jp/nouson/ 

 

〔概要〕 

 大分県竹田市への居住希望者に対して、農村回帰(竹田市への移住)に関する有用な情報を

提供するシステム。過疎化の歯止め、地域の活性化を目的として、竹田市役所をはじめ、市

内外の様々な団体等の協力も得ながら、インターネットを介して、より多くの情報提供を目

指している。 

 

〔コラム〕 

竹田市は全国初の「農村回帰宣言市」を標榜するとともに、ふるさと回帰支援センターと

相互協力協定を締結し、平成２２年６月に設立された「竹田市農村回帰支援センター」を軸

に、竹田市への移住を推進する事業を展開しています。そのなかでも、「竹田市空き家バンク」

事業への利用登録者数は年々増加傾向にあり、平成２３年１１月末現在では約３６０世帯が

登録されています。利用希望者ニーズをより的確に把握することに努め、物件情報をお知ら

せすることはもちろん、竹田市を肌で感じていただき、物件を実際にみていただけるよう、

現地案内も行っています。このような取り組みの成果から、これまで成約件数５５件（定住

者１２９名）となっています。   

また、空き家バンク以外にも、「集落支援員制度」の導入により移住者へのアフターケアを

より充実させ、「子育て定住促

進住宅」の建設により子育て

世帯が移住しやすい環境をつ

くるとともに、各種助成事業

により移住のお手伝いをさせ

ていただいています。移住し

て来られた方には、「竹田市に

住んで良かった。」と実感して

いただけるように、また、地

域の人が「この人たちが住ん

でくれて良かった。」と思える

ように、これからも積極的に

取り組んでいきたいと考えて

います。 

 

〔サイト制作費〕 

  ●約40万円 

（問い合わせ先） 

竹田市 企画情報課 農村回帰推進室 

 ℡：0974-63-4801 e-mail：nousonkaiki@city.taketa.lg.jp 

（竹田市農村回帰定住支援サイトのホームページより） 

（地域情報の発信の強化－９） 



 

みんなで作る情報板 わかやまイベントボード 
（ＮＰＯ法人 市民の力わかやま） 

http://eventboard.shiminjuku.jp/ 

http://eventboard.shiminjuku.jp/m/（携帯サイト） 

 

〔概要〕 

 和歌山県内のイベントを検索できるサイト。特徴は、個人、団体、公共施設などが主催す

るイベント情報を自ら入力し、ＰＲできるという手作り感溢れる情報発信ツールです。 

 

〔コラム〕 

 本サイトは、平成１７年度に実施した和歌山県事業「わかやま情報発信プラットフォーム

構築モデル事業」の成果をもとに運営しています。同事業は、自分たちの活動をＰＲできな

い市民団体やＮＰＯ等が容易に情報発信できる仕組みを作り、それにより「地域コミュニテ

ィの再生」や「地域活性化」の可能性を探ることを目的として、「みんなでつくる情報板 わ

かやまイベントボード」を構築し、その有効性を検証するというものでした。平成１７年１

０月末～２月中旬の期間サイトを開設し、検証を実施したところ、アクセス数９，３９０件、

イベント数９７９件、参加団体

数１１８団体という結果が得

られ、その有効性が実証されま

した。 

平成２５年１０月現在では、

６００万件を超えるアクセス

数、５万３千件を超えるイベン

ト数と、６３０団体を超える参

加団体数で県内最大級のイベ

ント情報掲載サイトに成長し

ました。また、本サイトを介し

て様々な交流が広がるなど、コ

ミュニケーションの場として

も活躍しています。また、わか

やまイベントボードは、総務省

近畿総合通信局、近畿情報通信

協議会との共催による「関西ウ

ェブサイト大賞 2009」におい

て、「関西ウェブサイト大賞優

秀賞」を受賞しました。 

 

〔制作費（※和歌山県からの実証実験委託により構築）〕  

約９０万円（※実証実験関連費用及び報告書作成費用込） 

 

（問い合わせ先） 

ＮＰＯ法人 市民の力わかやま 

 ℡：073-428-2688 e-mail：eventboard@wakayama.shiminjuku.jp 

 

（地域情報の発信の強化－１０） 

（わかやまイベントボードホームページより）



 

屋久島町だいすき基金 

（鹿児島県屋久島町） 

http://www.yakushima-town.jp/ 
 

〔概要〕 

 世界自然遺産に登録されている屋久島は、世界中から年間40万人の入り込み客が訪れる人

気の観光スポットとなっている。観光客の増加に伴い、ごみ処理やし尿の問題等により、将

来にわたって自然環境を維持していくためには大きな課題を抱えている。そこで、環境保全

や地域の活性化に限った善意の寄附金を集めるため、インターネットを介して寄附を呼びか

けている。 

 

〔コラム〕 

 屋久島で生まれ育ち、東京や大阪などの大都市で生活をされている方々、仕事や観光など

で一時期でも屋久島に関わりを持たれた方々など、屋久島を「ふるさと」と思ってくださる

方々でふるさとに“貢献したい”“応援したい”と思ってくださる方々の思いをお寄せいただ

きたいということから屋久島町では、平成20年３月に「屋久島町だいすき寄附条例」を制定

しました。その思いに応えるべく、寄附金の使途は、環境保全対策事業と地域の活性化事業

に絞ったところです。 

屋久島が1993年に世界自然遺産に登録され、その後、大都市でも屋久島に関するテレビ放

映などが頻繁に行われるようになり、

特に環境保全に対する関心が高まって

いることから、これらの取組みについ

ての情報発信を含め、本町のホームペ

ージにも各種情報を掲載しており、そ

の中で「屋久島だいすき寄附条例」に

関する内容も紹介しています。雇用問

題や燃料価格の高騰など、急激に経済

情勢が悪化し、大都市で生活されてい

る方々もたいへんな年の瀬を迎えられ

ていることを思えば、寄附をお寄せい

ただいた方々には心から感謝を申し上

げる次第です。平成20年4月1日から

現在までの期間ではありますが、多く

の方から総額9,204,354円の善意が届

けられました。 

今後、「ふるさと納税」制度が更に浸

透していくことや屋久島町ホームペー

ジへのアクセス件数が増えることとあ

わせて、来年以降多くの善意の申し出

があることを期待しているところです。 

 

（問い合わせ先） 

屋久島町 総務課 屋久島町だいすき基金 係 

 ℡：0997-43-5900 e-mail：soumu@yakusima-town.jp  

（屋久島町のホームページより） 

（地域情報の発信の強化－１１） 



 

新潟県のブロードバンドポータルサイト 

『新潟ふるさと情報局』 

（新潟県IT&ITS 推進協議会） 

 

〔概要〕 

 新潟県 IT&ITS 推進協議会*1では、新潟県のブロードバンドポータルサイト『新潟ふるさと

情報局*2』を運営し、県内のブロードバンドコンテンツを配信しています。 

 本サイトでは、映像配信等による新潟県の紹介を行い、ブロードバンドに対する認知度の向

上に寄与しています。 

 *1 県内の地域情報化を推進する産学官連携組織 

 *2 『新潟ふるさと情報局』 http://navi.n-it-its.jp/ 
 

〔コラム〕 

 新潟県IT&ITS推進協議会では、ブロードバンドに対する県民の理解と関心を深めることを

目的に、平成18年1月から地域画像情報提供事業として県内の地域情報を発信しています。 

 本サイトでは、県内の自然・観光・文化等の映像や道路・地域情報カメラのライブ画像を配

信しており、週末や冬期間などを中心に多くの方からご覧いただいています。 

平成 25 年度はカメラライブ画像トップ画面を見やすく改修し、また、県内の公衆無線 LAN

スポットのマップに宿泊施設客室のスポット情報を追加することで、県民や来訪者の利便性向

上と公衆無線LANスポットの整備促進を図っています。 

 今後もニーズに応じたコンテンツの発掘を行い、より多くの方にご覧いただけるよう、サイ

トの充実をしたいと考えています。 

 [事業費(※協議会会員の会費及び負担金より支出)] 

  平成25年度予算150万円(※サイト運営管理・改修委託費用込) 

 
（問い合わせ先） 

 新潟県IT&ITS推進協議会 事務局（新潟県総務管理部情報政策課） 

℡:025-280-5106 e-mail:ngt010090@pref.niigata.lg.jp 

（地域情報の発信の強化－１２） 
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